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平成２３年３月１１日 東北地方太平洋沖地震 発生



被災前（1999年11月） 4



被災後（2011年4月） 5



【発生日時】
平成23年3月11日 14時46分

【震央地名】
三陸沖

【震源の深さ】
24km

【規模】
マグニチュード9.0

【人的被害】
死者約1万8千人
行方不明者約3千人 ※

【建物被害】
全壊約12万9千戸、半壊約27万戸、
一部破損約76万戸 ※

※消防庁、被害の状況（平成25年3月）

東日本大震災による被害の状況

【災害廃棄物（津波堆積物を除く）】
約2千万トン（13道県239市町村）

【津波堆積物】
約1.1千万トン（6県36市町村）

環境省ホームページより

名取市内

仙台市内石巻市内

気仙沼市内



災害廃
棄物等
推計量
（万t）

災害廃棄物 津波堆積物

仮置場
設置数推計量

（万t）

処理
推計量
（万t）

処理

量
(万t)

割合
（%）

量
(万t)

割合
（%）

岩手県 584 423 423 100 161 161 100 0

宮城県 1,869 1,111 1,111 100 759 756 100 0

福島県 349 173 128 74 175 84 48 22

合計 2,802 1,707 1,662 97 1,095 1,004 92 22

県沿岸市町村（岩手県・宮城県・福島県（避難区域を除く））の
処理状況

（平成26年12月末現在）

環境省ホームページより



Ⅰ 宮城県（石巻ブロック）における

災害廃棄物の処理

（石巻ブロックとは石巻市・東松島市・女川町の２市１町）



１）宮城県における災害廃棄物処理の考え方①

宮城東部ブロック（塩竈市・多賀城市・七ケ浜町）
●ＪＦＥ・鹿島・鴻池組・飛島・橋本店・東北重機ＪＶ

亘理名取ブロック（名取市・岩沼市・亘理町・山元町）
（名取処理区）
●西松・佐藤・奥田・グリーン企画・上の組ＪＶ
（岩沼処理区）
●間・奥田・上の組・春山・佐藤建設ＪＶ
（亘理処理区）
●大林・戸田・鴻池組・東洋・橋本店・深松・春山ＪＶ
（山元処理区）
●フジタ・東亜・青木あすなろ・大豊・本間組・河北・佐藤ＪＶ

石巻ブロック（石巻市・東松島市・女川町）
●鹿島・清水・西松・佐藤・飛島・竹中土木・若築
・橋本・遠藤ＪＶ

気仙沼ブロック（気仙沼市・南三陸町）
（気仙沼処理区）
●大成・間・五洋・東急・西武・安藤・深松
・丸か・小野良・阿部伊ＪＶ
（南三陸処理区）
●清水・フジタ・鴻池・東亜・青きあすなろ
・銭高・浅野ＪＶ

※仙台市・利府町・松島町及び内陸市町村は独自処理



１）宮城県における災害廃棄物処理の考え方②



２）業務概要

業務名 災害廃棄物処理業務（石巻ブロック）

業務場所 宮城県石巻市雲雀野町２丁目１５－３

契約年月日 平成２３年９月１６日

工期 平成２３年９月１７日～平成２６年９月３０日

発注者 宮城県

受託者

鹿島建設株式会社（５０） 清水建設株式会社（１５）

西松建設株式会社（５） 佐藤工業株式会社（５）

飛島建設株式会社（５） 株式会社竹中土木（５）

若築建設株式会社（５） 株式会社橋本店（５）

遠藤興業株式会社（５）

当初契約
2012年10月
第１回変更

2014年1月
第２回変更

最終数量

災害廃棄物 685.4万トン 309.5万トン 228.5万トン 231.7万トン

津波堆積物 292万トン 42.8万トン 69.7万トン 71.1万トン



３）業務工程 一部施設
稼働開始

全施設稼働
（本格処理開始）

焼却処理
完了

災害廃棄物
処理完了

10月11月12月1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月10月11月12月1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月10月11月12月1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

既存廃棄物撤去・処分

二次仮置場建設

二次仮置場への運搬

破砕選別処理

焼却処理

リサイクル・最終処分

施設解体工（Aヤード）

施設解体工（Bヤード）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

既存混廃フレコンバック詰

①現場に乗り込んでから施設の本格稼働まで約1年（一部稼働まで8カ月）

②施設の稼働期間は約20カ月

③施設解体、原状復旧期間は9カ月



業務位置

４）業務場所①



４）業務場所②

平成24年11月平成25年11月

旧北上川

石巻駅

50ha

18ha

業務実施場所
（二次仮置き場）

・・・工業用地として整備中の埋立地



５）災害廃棄物二次仮置き場



一次仮置き場の状況
石巻市内 25ヶ所

６）石巻市内の一次仮置き場



７）運行管理システム・搬出入管理システム



提案１

○災害廃棄物仮置き場、処理施設用地の確保

【自治体】

・使用できる用地のシュミレーション
→使用可能な公有地の有無
→民間用地の場合は、災害が発生した場合の
取り決め

・広い用地があればよりよい

・周辺環境、交通状況を考慮



８）石巻ブロックにおける災害廃棄物の広域処理①

－ 県 内 －

可燃物（焼却）

混合廃棄物・可燃物（焼却）

最終処分（飛灰他）

最終処分（飛灰）

5.0万トン

0.3万トン

10.1万トン

3.2万トン

計18.6万トン



８）石巻ブロックにおける災害廃棄物の広域処理②

－ 県 外 －

廃肥料・飼料等

廃漁網等
廃畳・紙等

可燃物（焼却）

廃畳・混合廃棄物自治体・民間を問わず，多大なご協力
をいただきました！

1.6万トン

2.8万トン

5.7万トン
3.0万トン

2.3万トン

計15.3万トン



提案２

○広域処理に関する枠組みの構築

【国、自治体】

・広域処理の枠組みの構築

・災害時の受入品目、量、基準の明確化、

協定締結



９）主な処理フロー

再生利用されるもの

最終処分されるもの

リサイクル率
８５％達成！



１０）処理実績

災害廃棄物等数量（石巻ブロック分）

災害廃棄物 231.7万トン
可燃物 33.1万トン（14.3％）
不燃物 98.2万トン（42.4％）
混合廃棄物 100.4万トン（43.3％）

津波堆積物 71.2万トン 計302.9万トン



①仮置き場により廃棄物の組成が大きく異なる

→ フレキシブルな処理ラインの変更が必要
（例：混合廃棄物の破砕選別の前処理として土砂分級を実施）

⇒コア施設は定置式でいいが、移動式も組み合わせることが望ましい

定置式 移動式

１１）災害廃棄物処理で得られた成果と課題





②粗選別が不十分だと、施設トラブル、環境負荷を引き起こす

→ 粗選別により、リサイクルできるもの、有害なもの、
思い出の品を選別

⇒粗選別に労力をかけることにより、結果的に後段の処理の
負荷が減る



重機による粗選別

アスベスト含有建材 思い出の品

人による粗選別

コンクリードガラ タイヤ



漁網：選別→破砕→焼却 ＦＲＰ：破砕→焼却

③処理困難物は、数量は少ないが処理方法や処理先が確保できなかった

→ 場内設備の活用、新規設備の導入により処理方法を試行錯誤



肥料：津波堆積物と混合不溶化→再利用 油混じり土：不溶化→再利用

飼料：袋詰め→焼却 液物：飼料と混合→焼却



提案３

○発生した災害廃棄物の種類・量の推定

【発注者、施工者】

・測量と組成、比重調査、被災家屋数からの

推定

・頻度を高めた量推定の実施



④再生資材の製造と利用のタイムラグ

→ 復興事業における再生資材利用までに時間がかかり、
仮置き場が必要。
再生資材を製造しても利用先がないと「廃棄物」

⇒・利用先が確定されるまで、資材保管場所を確保
・土壌洗浄により製造した砂は、サンドコンパクションパイル
用資材として利用（リサイクルには有効）

・焼却灰造粒固化物、洗浄後の礫、不燃物などは港湾埋立資材
として利用

資材保管場所 洗浄砂はサンドコンパクションパイル用資材として利用



【石巻港 港湾埋立用資材】

面 積：約９ha

再生資材埋立量：８９．４万m3

（覆土等除く） １２３．１万トン

不燃物 洗浄礫 津波堆積物
改質・不溶化物

焼却主灰
造粒固化物

石巻港埋立場所



提案４

○再生資材利用先の情報収集【自治体】

・平時から廃棄物部局と土木部局、農林部局の

連携

・利用先がない場合を想定した資材仮置き場の

事前準備



Ⅱ 福島県富岡町における

災害廃棄物の処理



●平成２３年３月１１日

東日本大震災発生、原子力発電所の事故により放

射性物質が放出され周辺の環境を汚染

対策地域内※２の特定廃棄物は特別な
管理を要するため国が直轄で処理を
実施

１）対策地域内の廃棄物処理について①

※1 「平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原
子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚
染への対処に関する特別措置法」

※2 廃棄物が特別な管理が必要な程度に放射性物質により汚染さ
れている等一定の要件に該当する地域（旧警戒区域・計画的避
難区域：11市町村）を指定

福島県

●平成２４年１月
「放射性物質汚染対処特措法※１」全面施行



１）対策地域内の廃棄物処理について②

福島県

仮設焼却施設

（建設工事中含む）

●可燃性の廃棄物については、焼却処理により

腐敗や臭気を防止し性状を安定化する

対策地域では各市町村ごとに仮置場
や仮設焼却施設等を設置し廃棄物の
処理が進められている

●焼却等の中間処理によって、１/５～１/２０程
度に容量を減らすことができる



２）富岡町における廃棄物処理業務について

・富岡町の仏浜・毛萱地区内に仮設の廃棄物処理施設を建設し処理を行う

業務名 富岡町対策地域内廃棄物処理業務
（破砕選別、減容化処理）

場所 福島県双葉郡富岡町大字仏浜、毛萱地区
（右図参照）

業務期間 平成26年3月12日～平成30年3月31日※1

※1 施設の解体撤去期間を含みます

発注者 環境省

実施者
MHIEC・鹿島・MHI共同企業体※2

※2 MHIEC：三菱重工環境・化学エンジニアリング㈱
MHI ：三菱重工業㈱



３）本業務の処理対象物について

●津波がれき

（津波で流出した被災家屋等の集積物）

●家屋解体廃棄物

（被災家屋等の解体で発生する廃材等）

●片付けごみ

（一時帰宅された方々による家の片付け

等に伴い発生する廃棄物）

●除染廃棄物

（除染作業に伴い発生する可燃性廃棄物）

以下のような、富岡町内で発生する廃棄物の処理を行う



４）廃棄物処理の流れ



５）業務全体のスケジュール



６）破砕選別施設（位置）

破砕選別施設

選別物保管施設

焼却施設

灰保管施設



●施設全体をテントで覆い、粉じんが外部へ飛散することを防止

●床面をコンクリートで平滑に舗装し、汚水の地下への浸透を防止

・破砕選別施設では廃棄物を破砕し、可燃物や不燃物の各品目に選別する

・コンクリートがらや金属くずなど再利用可能なものを取り出し、廃棄物量を減す

・選別した後、可燃物は焼却施設で焼却、不燃物は選別物保管施設などで保管する

６）破砕選別施設（概要）



７）焼却施設（位置）

焼却施設

選別物保管施設

破砕選別施設

灰保管施設



・可燃物を焼却することで容量を１/５～１/２０程度に減らすことができる

・可燃物の長期保管による腐敗や臭気を防止し、廃棄物の性状を安定化させる効果がある

７）焼却施設（概要）

●バグフィルタを焼却炉1炉毎に２段設置し、より厳重に排ガス中の放射性

セシウムを除去

●プラント排水は排ガスの冷却水として再利用するため外部へは放流なし

●施設全体をテントで覆い、粉じんが外部へ飛散することを防止

●床面をコンクリートで平滑に舗装し、汚水の地下への浸透を防止

●施設の外壁に遮蔽壁等を設けて放射線の周辺への影響を抑制

焼却能力：５００t/日
（２５０ t /日×２基）



７）焼却施設（処理の流れ）



８）灰保管施設（位置）

選別物保管施設

破砕選別施設

焼却施設
灰保管施設



・灰保管施設では、フレキシブルコンテナに封入した焼却灰を保管

建物から距離をとり、遮蔽堤を設置するこ
とで周辺への放射線の影響を抑制

８）灰保管施設（概要）

●施設はテントで覆い、床面はコンクリートで平滑に舗装すること
で、雨水の浸入や汚水の地下への浸透を防止

●用地内と周辺の空間線量率及び地下水の放射性物質濃度等を監視
し、安全性を厳重に管理



①用地内と周辺の空間線量等モニタリング

破砕選別
施設

選別物保管
施設

焼却施設

灰保管
施設

周辺の空間線量率[常時監視]
モニタリングポスト

用地境界・施設内の
空間線量率
[定点測定※/毎週1回]

可搬型線量計数率測定器

用地境界・施設内の
空気中放射性物質濃度
[定点測定※/毎週1回]

ダストサンプラ― エリアモニタ

施設内空間線量率
[常時監視]

消防団分署西側

※定点測定点は未定

観測井戸

保管エリア周縁地下
水中放射性物質濃度
[定点測定/毎月1回]

９）放射能に関する環境モニタリング



破砕選別
施設

選別物保管
施設

焼却施設

灰保管
施設

② 搬入・搬出物等の汚染検査

汚染の拡散がないことを確認
[搬出入時]

ゲートモニタ 車両スクリーニング
車両に付着した放射性物
質[車両出場時]

ローダモニタ

焼却炉投入物の
放射性物質濃度[投入毎]

フレコンモニタ

焼却灰の放射性物質濃度
[フレコンバック毎]

９）放射能に関する環境モニタリング



破砕選別
施設

選別物保管
施設

焼却施設

灰保管
施設

③ 排ガス中の放射性物質濃度の連続モニタリング

煙突

排気筒モニタ
排ガス中放射性物質濃度【常時監視】

ばいじん計
ばいじん計

各種モニタリングデータは以下にて公開

「環境省ＨＰ 放射性物質汚染廃棄物処理情報サイト」

９）放射能に関する環境モニタリング



Ⅲ まとめ



１）平時からの準備【主に国、自治体】

○災害廃棄物仮置き場、処理施設用地の確保【自治体】

○再生資材利用先の情報収集【自治体】

○広域処理に関する枠組みの構築【国、自治体】



２）災害発生後の対応

○発生した災害廃棄物の種類・量の推定【発注者、施工者】

○各分野技術者の英知の集結【発注者、施工者】

・土木系、環境系、機電系、農林系、化学系など

○復興にかける強い思い

【発注者、施工者、作業従事者、周辺住民】



ご清聴ありがとうございました


